
財政規模

＊ 一般歳出とは、一般会計のうち公債費及び特別区財政調整会計繰出金、地方消費税交付金など税の一定割合を区市町村に交付する経費（税連動経
費）などを除いた、いわゆる政策的経費のことをいいます。

⚫ 一般会計の予算規模は、前年度に比べて ％増の９兆 億円となりました。

⚫ 都税収入は、企業収益が堅調に推移したことによる法人二税の増などにより、前年度に
比べて ％増の６兆 億円となりました。

⚫ 政策的経費である一般歳出は、子供・若者から高齢者まで全ての人への切れ目ない支援
や、国際競争力の強化に向けた取組、あらゆる脅威に対応する強靱な首都東京の実現に
向けた取組などに積極的かつ重点的に財源を振り向けた結果、前年度に比べて ％増の
６兆 億円となりました。

一般会計予算規模 ９兆 億円（前年度比 億円、 ％）

区 分 令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 増 減 額 増 減 率

一

般

会

計

歳 入 兆 億円 兆 億円 億円 ％

う ち 都 税 兆 億円 兆 億円 億円 ％

歳 出 兆 億円 兆 億円 億円 ％

う ち 一般歳出 兆 億円 兆 億円 億円 ％

特 別 会 計 会計 兆 億円 兆 億円 億円

公 営 企 業 会 計 ９会計 兆 億円 兆 億円 億円

全 会 計 合 計 会計 兆 億円 兆 億円 兆 億円
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2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6 7

財政規模 うち一般歳出

◼ 都予算・国予算・地方財政対策の状況

区 分 都
一般会計当初予算

国
一般会計当初予算

地方財政対策
通常収支分

財 政 規 模 兆 億円
（ ％）

兆 億円
（ ％）

兆 億円
（ ％）

一 般 歳 出 兆 億円
（ ％）

兆 億円
（ ％）

兆 億円
（ ％）

税 収 兆 億円
（ ％）

兆 億円
（ ％）

兆 億円
（ ％）

起 債 依 存 度 ％
▲ ポイント

％
▲ ポイント

％
▲ ポイント

起 債 残 高
兆円

（▲ ）
税収比 倍

兆円
（ ）

税収比 倍

兆円
（▲ ）
税収比 倍

＊ 内の数値は、対前年度増減率です。
＊ 起債依存度は、歳入に占める起債の割合です。
＊ 国の一般歳出は、歳出総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた額です。
＊ 国の起債残高は、復興債を含んだ額です。
＊ 地方財政対策の起債残高は、東日本大震災分を含んだ額です。

（年度）

（兆円）
兆 億円

対前年度比 増

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

財 政
規 模

兆 億円 兆 億円 兆 億円 兆 億円 兆 億円 兆 億円
▲ ％ ％ ％ ％ ％ ％

一 般
歳 出

兆 億円 兆 億円 兆 億円 兆 億円 兆 億円 兆 億円
▲ ％ ％ ％ ％ ％ ％

＊ いずれも、当初予算ベースの数値です。
＊ 下段の数値は、対前年度増減率です。

元

財政規模・一般歳出の推移（一般会計当初予算）
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歳入の状況（一般会計）

歳入の状況

⚫ 都税収入は、企業収益の堅調な推移による法人二税の増や、雇用・所得環境の改善に伴

う個人都民税の増などにより、前年度に比べて 億円、 ％の増となりました。

⚫ 国庫支出金は、鉄道の連続立体交差化の事業進捗などにより、前年度に比べて 億円、

の増となりました。

⚫ 繰入金は、自然災害等の危機から都民の生命と暮らしを守るため、東京強靱化推進基金

を積極的に活用したことなどにより、前年度に比べて 億円、 ％の増となりました。

⚫ 諸収入は、中小企業制度融資に係る金融機関への預託金の返還金の増などにより、

億円、 の増となりました。

⚫ 都債は、後年度の財政負担等を考慮し、発行の抑制に努めた結果、前年度に比べて

億円、 ％の減となりました。

歳入合計 ９兆 億円（前年度比 億円、 ％）

区 分 令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 増 減 額 増 減 率

都 税 兆 億円 兆 億円 億円 ％

地 方 譲 与 税 億円 億円 億円 ％

国 庫 支 出 金 億円 億円 億円 ％

繰 入 金 億円 億円 億円 ％

諸 収 入 億円 億円 億円 ％

都 債 億円 億円 ▲ 億円 ▲ ％

そ の 他 の 収 入 億円 億円 ▲ 億円 ▲ ％

合 計 兆 億円 兆 億円 億円 ％
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◼ 都税の内訳

区 分 令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 増 減 額 増 減 率

都 税 兆 億円 兆 億円 億円 ％

法 人 二 税 兆 億円 兆 億円 億円 ％

個 人 都 民 税 兆 億円 兆 億円 億円 ％

繰入地方消費税 億円 億円 億円 ％

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税 兆 億円 兆 億円 億円

そ の 他 の 税 億円 億円 億円 ％

⚫ 都税収入は、企業収益の堅調な推移による法人二税の増や、雇用・所得環境の改善に伴う個人都
民税の増などにより、前年度に比べて 億円、 ％の増で、６兆 億円となりました。

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6 7
＊ 令和５年度までは決算額、６年度は最終補正後予算額、７年度は当初予算額です。

（兆円）

（年度）

◼ 都税収入の推移

法 人 二 税

そ の 他 税

兆円

元

社会保障施策に要する経費の財源
• 今後も増加が見込まれる社会保障施策に要する経費の財源確保のため、平成 年４月１日から、消費税率（国・地

方）が５％から８％（うち地方消費税率 ％）に、また、令和元年 月１日から、８％から ％（うち地方消費税
率 ％）に引き上げられました。

• 地方消費税の税率引上げに伴う増収については、全額を社会保障施策に要する経費の財源に充当することとしていま
す。

都税

固定資産税等の負担軽減措置
• 固定資産税等の既存の３つの負担軽減措置（小規模非住宅用地の２割減免等）については、令和７年度も継続します。
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歳出の状況（一般会計）

区 分 令 和 ７ 年 度 令 和 年 度 増 減 額 増 減 率

一 般 歳 出 兆 億円 兆 億円 億円 ％

経 常 経 費 兆 億円 兆 億円 億円 ％

給 与 関 係 費 兆 億円 兆 億円 億円 ％

その他の経常経費 兆 億円 兆 億円 億円 ％

投 資 的 経 費 兆 億円 兆 億円 億円 ％

公 債 費 億円 億円 ▲ 億円 ▲

税 連 動 経 費 等 兆 億円 兆 億円 億円

合 計 兆 億円 兆 億円 億円

⚫ 一般歳出は、前年度に比べて ％増の６兆 億円となりました。

⚫ 経常経費は、子供・若者から高齢者まで全ての人への切れ目ない支援や、国際競争力の
強化に向けた取組などにより、前年度に比べて ％増の５兆 億円となりました。

⚫ 投資的経費は、都市強靱化に向けた取組や、便利で快適な交通・物流ネットワークの形
成に向けた取組などにより、前年度に比べて 増の１兆 億円となりました。

⚫ 公債費は、都債の償還をこれまで着実に進めてきた結果、前年度に比べて ％減の
億円となりました。

歳出の状況

一般歳出 ６兆 億円（前年度比 億円、 ％）
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5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6 7
（年度）

（億円）

⑦ 兆 億円

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6 7

⚫ 給与関係費は、給与改定に伴う増などにより、前年度に比べて 億円の増となりました。

⚫ 強靱な首都東京の実現に向けた取組や、東京港の建設をはじめ便利で快適な交通・物流ネッ
トワークの形成に向けた取組を推進するなど、高い効果が得られる事業に財源を重点的に配
分しました。

⚫ こうした取組により、投資的経費は前年度に比べて 増の１兆 億円となりました。

（年度）

（億円）

給与関係費

投資的経費

◼ 給与関係費の推移（当初予算）

⑦ 兆 億円

元

給与関係費
＋

◼ 投資的経費の推移（当初予算）

元

投資的経費
＋

⑥ 兆 億円

⑥ 兆 億円
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目的別内訳

⚫ 歳出を目的別にみると、前年度と比較して「福祉と保健」が 億円、 ％の増、「労
働と経済」が 億円、 ％の増となりました。限りある財源を重点的・効率的に配分し、
都民生活の質の向上に努めています。

区 分
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度

増 減 額 増 減 率
構 成 比 構 成 比

福 祉 と 保 健 兆 億円 ％ 兆 億円 ％ 億円

教 育 と 文 化 兆 億円 ％ 兆 億円 ％ 億円

労 働 と 経 済 億円 ％ 億円 ％ 億円

生 活 環 境 億円 ％ 億円 ％ 億円

都 市 の 整 備 億円 ％ 億円 ％ 億円

警 察 と 消 防 兆 億円 ％ 億円 ％ 億円

企 画 ・ 総 務 億円 ％ 億円 ％ 億円

一 般 歳 出 兆 億円 ％ 兆 億円 ％ 億円

公 債 費 億円 － 億円 － ▲ 億円 ▲

税 連 動 経 費 等 兆 億円 － 兆 億円 － 億円

歳 出 兆 億円 － 兆 億円 － 億円

福祉と保健福祉と保健
地域医療確保緊急支援事業や保育所等利用世帯負担軽減事業に係る経費の増などによ
り、 ％の増となりました。

教育と文化教育と文化 ＴＯＫＹＯスマート・スクール・プロジェクトや 年世界陸上・デフリンピック
の開催に係る経費の増などにより、 の増となりました。

労働と経済労働と経済
ＥＶバス・ＥＶトラック導入促進事業や金融スキームを活用したアフォーダブル住宅
の供給促進に係る経費の増などにより、 ％の増となりました。

都市の整備都市の整備 大井コンテナふ頭再編整備などの東京港建設事業や中小河川整備に係る経費の増など
により、 の増となりました。

警察・消防施設の整備や警察ヘリコプターの更新に係る経費の増などにより、 ％
の増となりました。警察と消防警察と消防

次期税務基幹システムの構築に係る経費や市町村総合交付金の増などにより、 ％
の増となりました。企画・総務企画・総務

東京ゼロエミ住宅及び建築物環境報告書制度の推進に向けた総合対策事業や賃貸住宅
の断熱・再エネ集中促進事業に係る経費の増などにより、 ％の増となりました。

生 活 環 境生 活 環 境

◼ 分野ごとの増減理由
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分 野
令和７年度

（ 年度）
予算

平成７年度
（ 年度）

予算

少子高齢化対策など「福祉と保健」に 円 円

学校教育の充実など「教育と文化」に 円 円

産業の活性化など「労働と経済」に 円 円

廃棄物対策など「生活環境」に 円 円

道路の整備など「都市の整備」に 円 円

警察活動・消防活動など「警察と消防」に 円 円

職員の研修・福利厚生など「企画・総務」に 円 円

都債の元利償還など「公債費」に 円 円

区市町村への交付金など「税連動経費等」に 円 円

合 計 円 円

都 税 円 円

＊ 令和７年度の都内総人口は、「東京都の人口（推計）」（東京都総務局）における令和６年 月１日現在です。
＊ 平成７年度の都内総人口は、「東京都の人口（推計）」（東京都総務局）における平成７年 月１日現在です。

都民１人当たりの予算コ ラ ム

• 令和７年度予算を、目的別に、都民１人当たりの予算に置き換えました。少子高齢化対策や
学校教育の充実、警察活動・消防活動などに、多くの予算が配分されています。

• 年前の平成７年度と比較すると、少子高齢化に伴う児童や高齢者のための施策など「福
祉と保健」が大きく増加しています。

• このように、時代とともに変化する都民のニーズを的確に把握し、限られた都税収入などの
財源を、必要な施策に対して適切に配分しています。
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